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第１章 第３次伊那市行政改革大綱の策定の視点 

 

１ 第３次伊那市行政改革大綱の策定にあたって ～さらなる行政改革推進のために～ 

少子高齢化の一層の進展や人口減少社会の到来、長引く景気の低迷による産業構造や雇用

の悪化、東日本大震災を契機とした地域コミュニティへの関心の高まりなど、社会経済情勢

は大きく変化を続けています。 

本市においても少子・高齢化や景気の低迷の問題に加え、これまで整備してきた公共施設

等の維持更新経費や統廃合、公共サービスに対する市民ニーズの拡大・多様化に対する行政

サービスコストの増加等、行政課題や地域課題に対応した行政運営及び財政の健全化がこれ

まで以上に求められています。 

このような社会経済情勢の変化を受けて、行政のあり方を見直し、将来にわたり持続可能

な市政運営と、市民との一体感・連帯感の醸成を図り、市民と行政の役割分担を明確にした

協働のまちづくりを推進していく必要があります。 

本市では、平成 18 年 12 月に第１次伊那市行政改革大綱（以下「第１次行革大綱」という。）

を、平成 23 年３月に第２次伊那市行政改革大綱（以下「第２次行革大綱」という。）を策定

し、市民サービスの向上と行財政の効率化を目指した行政運営に努め、一定の成果を上げて

きました。しかし、まだまだ道半ばであり、これまで以上に行政と市民が一体となって行財

政改革に取り組んでいく必要があります。 

このため、これまでの行政改革の取組を検証し、本市の将来像である「二つのアルプスに

抱かれた自然共生都市～人と歴史と文化を育む 活力と交流の美しいまち」を実現するため、

本市の行政改革の指針である「第３次伊那市行政改革大綱」（以下「第３次行革大綱」という。）

を策定し、市民に信頼され、期待される、健全な行政運営の推進を図っていまいります。 

 

 

２ これまでの行政改革の取組 

（１）これまでの取組 ～第１次行革大綱から第２次行革大綱へ～ 

伊那市、高遠町、長谷村の合併に際し策定された新市まちづくり計画＊1の基本目標の

一つである「住民が主役の地域分権型のまちづくり」を推進するための主要施策である

行財政改革の推進に基づき、平成 18 年度から平成 22 年度までの５年間を推進期間とし

て第１次行革大綱が策定されました。第１次行革大綱では、「市民サービス向上を目指し

た行政システムの構築」を基本方針に置き、効率的な行政運営の確立を目指し、行政評

価による事務事業の見直しを進め、平成 18 年度からは公共施設の運営に指定管理者制度

を導入した民間活力の活用、平成 21 年度からは市民の視点から評価を行うことにより、

行政評価の客観性と透明性を高め、限られた経営資源の有効活用を図ることを目的とし

た外部評価の導入など、市民サービスの向上及び財政の健全化に取り組んできました。 

平成 23 年３月には、第１次伊那市総合計画＊２の基本目標「「市民が主役」のまちづく
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り」を推進するための主要施策「行財政改革の推進」に基づき、平成 23 年度から平成 27

年度までの５年間を推進期間として第２次行革大綱を策定しました。第２次行革大綱で

は、第１次行革大綱の取組結果を検証し、より効率的な行財政運営を進めていくため、

基本方針には「市民の視点に立った効率的な行政運営の推進」を新たに定め、これに沿

った取組が行われました。また、健全な財政運営を図りながら真に市民に必要な事業を

行う財務体質とするため、平成 22 年度に策定された伊那市財政健全化プログラム＊３と

の連携を図ることで、より実効性を高めた取組が行われました。平成 23年度からは水道

窓口業務の民間委託化、平成 25 年度からは市営住宅管理業務への指定管理者制度＊４お

よび管理代行制度＊５を導入、平成 26 年度からは市民課業務の一部民間委託を実施する

など、民間活力の積極的な導入を図り、一層の事務事業の見直し、合理化、効率化に務

めるとともに、職員の定員管理及び組織の見直し等を進めてまいりました。 

 

（２）行政改革の効果 ～これまでの行革効果額は総額 84 億円～ 

第１次行革大綱の具体的取組事項の中で掲げた財政の効果額は、経費の削減額として

32 億 2,600 万円、収入の増加額として 16 億 600 万円、効果額総額 48億 3,200 万円であ

りました。 

第２次行革大綱では基本方針である「市民の視点に立った効率的な行政運営の推進」

のもとに、78項目の具体的な取組事項について実施または検討を行ってきました。その

結果、全体の 36 項目（46.2%）が実施段階にあり、一部実施できた 34 項目（43.6%）と

合わせて 70 項目（89.7%）が進行できました。この平成 26年度までの４年間の財政の効

果額は、経費の削減額で 22 億 3,000 万円、収入の増加額で 13 億 4,700 万円、効果額総

額 35億 7,700 万円でありました。 

この効果額は、それぞれの取組事項における金額を積み上げたものですが、新たな行

政需要への対応や、取組事項にない事項での経費の増などもあり、効果額が目に見えに

くい状況にあるともいえます。 

 

（３）定員適正化計画の推進 ～職員数２割減を達成。さらに１割減を目標に～ 

平成 17 年度から平成 26年度を目標年次とした第１次定員適正計画＊６では、10 年間で

約２割の職員削減を目標として掲げ、平成 27 年４月１日目標数 657 人に対し職員数は

639 人と計画目標を大きく上回るペースで削減が進みました。しかしながら、本市の職

員数は全国の類似団体＊７の職員数の平均値を上回っていることから、さらなる適正な定

員管理を行い、組織構造及び財政の安定化を図るため、第２次定員適正化計画を策定し

ました。第２次定員適正化計画では平成 26 年４月１日現在職員数の約１割削減を目標

に、平成 36 年４月１日の目標職員数を 588 人としています。 
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（４）未収金解消実績 ～未収金 10.8 億円を縮減～ 

平成 18 年度から平成 22 年度の未収金解消プログラム＊８、平成 23 年度からの債権徴

収プログラム＊８、平成 26年度からの徴収力強化プログラム＊８により、平成 17 年度末か

らの 9年間で未収金は約 10.8 億円縮減され、全庁横断的な債権マネジメントによる未収

金解消と有効財源の確保が進められました。 

 

   

３ 本市を取り巻く状況 

総人口・年代別人口と今後の見込み ～平成 52 年度には総人口６万人を割ると予想～ 

伊那市地方創生人口ビジョン＊９による将来推計人口では、今後 10 年間で、本市の人口は

約４千人減少すると推計されています。さらに、平成 52 年度には、総人口が約６万人を大き
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実績 832 799 784 758 738 735 708 688 673 661 639
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く割り込むと予想されており、このまま人口減少に歯止めがかからなければ、市の活力の減

退は不可避と言わざるをえません。また、年少人口と生産年齢人口が、あわせて 25～30％減

少するのに対し、老年人口は５～10％増加するのも特徴です。今後も、少子高齢化への対策

は急務であるといえます。 

 

              （単位：人） 

区分 
  2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 

  Ｈ22 Ｈ27 Ｈ32 Ｈ37 Ｈ42 Ｈ47 Ｈ52 

高齢層 

（65 歳～） 
老年人口 18,929 20,487 21,237 21,366 21,363 21,390 22,064 

労働生産層 

（15～64 歳） 

生産年齢 

人口 
41,919 39,460 37,526 35,662 33,805 31,752 28,909 

若年層 

（0～14 歳） 
年少人口 10,235 9,771 9,179 8,711 8,078 7,432 6,860 

合計 71,083 69,718 67,942 65,739 63,246 60,574 57,833 

(出典：伊那市地方創生人口ビジョン） 

 

 

 

 

４ 伊那市の財政状況 

（１）市税収入の推移 ～市税はほぼ同水準で推移～ 

   自主財源の中で最も大きな割合を占める市税収入は、ほぼ同水準で推移していますが、

平成 26 年度は法人市民税等の増加により上昇しています。 
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（２）地方交付税の推移  

～合併による優遇措置の終了により、平成 28 年度から段階的に減少～ 

   地方交付税＊10は、三位一体の改革により減少しましたが、その後は政策的な配慮によ

り交付総額が増加し、収入額も平成 20年度から平成 24年度まで増加しています。 

本市には、平成 27 年度まで合併算定替＊11制度が適用されており、通常算出される金

額より約 10 億円多く交付されている状況にあります。平成 28 年度からは、合併後 10年

が経過し地方交付税の優遇措置が段階的に削減されます。 

 

88 86 82 81 82 83

94 94

89

85 85 85 85 
87 1

3
5

50

55

60

65

70

75

50

55

60

65

70

75

80

85

90

95

100

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

（千人）（億円） 【市税収入の推移】 所得譲与税

市税収入

人口

89
83 80 78 81 80

74 76

84
89 91

94 95 95 

11

11
11

10
10 11

10
10

10

11
12

12 11 11 

100.0 
96.0 

88.8 

83.0 83.0 
78.2 

74.7 75.7 77.7 
83.0 85.4 85.8 83.8 83.0 

0

20

40

60

80

100

60

65

70

75

80

85

90

95

100

105

110

115

120

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

（％）(億円） 【地方交付税の推移】 地方財政計画の増減率 ※

※ 平成１３年度を１００％とした場合

特別交付税 

普通交付税 



- 6 - 

 

（３）地方債残高の推移  

～「返す額より多く借りない」という方針により、合併後 74 億円減少～ 

平成 25 年度の第 3セクター等改革推進債＊12の借り入れにより、地方債＊13残高は前年

度比で約 16 億円増加していますが、平成 16 年度以後、元金償還額より多く借り入れな

い方針をとったことにより、地方債残高は徐々に減少しています。 

 

 

（４）基金残高の推移 ～着実な積立てにより過去最高の基金残高へ～ 

平成 16 年度から平成 18 年度にかけて国の三位一体の改革や合併に伴う一時的な歳出

増の影響により、基金の取り崩しを行ったため、基金残高は平成 19 年度には約 44 億円

まで減少しましたが、平成 20年以降は約 80億円の増加を果たしています。 
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（５）財政健全化指標の推移  

～財政状況は「健全段階」。目標を上回るペースで改善が進む～ 

   実質公債費比率＊14は平成 26 年度決算で 12.4%、将来負担比率＊15は平成 26 年度決算

で 60.2％となっており、いずれも国が示す財政健全化の基準を下回り「健全段階」にあ

ります。また、財政健全化プログラム＊３による当初目標値（実質公債費比率 16.5％。将

来負担比率 120.0%）を大きく下回るペースで改善が進んでいますが、県内 19 市との比

較では依然、高位にあるため、引き続き数値の改善に取り組む必要があります。 

 

 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

実質公債費比率 20.8 19.9 19.5 19.0 17.6 16.3 15.1 14.2 12.4
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第２章 第３次伊那市行政改革大綱の基本的な考え方 

 

１ 第３次伊那市行政改革大綱策定の位置づけ 

本市では平成 21 年度を初年度とし、平成 30 年度を目標年度とした、第１次伊那市総合計

画＊２に基づくまちづくりに取り組んでいます。第１次伊那市総合計画に掲げる将来像「二つ

のアルプスに抱かれた自然共生都市」を実現するための基本目標の一つである『「市民が主役」

のまちづくり』を行うための主要施策として位置づけられた「行財政改革の推進」を効果的・

効率的に実現するため、第３次行革大綱を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第３次伊那市行政改革大綱の期間 

第３次行革大綱の推進期間は、平成 28年度から平成 32年度までの５年間とします。 

なお、具体的取組事項を掲げて効率的に推進していきますが、社会情勢の変化等に伴う計

画変更については、伊那市行政改革審議会に諮りながら、必要に応じて随時行っていくもの

とします。 

 

  

第１次伊那市総合計画 

将来像「二つのアルプスに抱かれた自然共生都市」 

 

「市民が主役」のまちづくり 

将来像を実現するための基本目標 

行財政改革の推進 

基本目標を達成するための主要施策 

第３次行政改革大綱 

行政運営を効果的・効率的に 

実施するための手段 
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３ 進行管理のための体制 

行政改革を着実に推進するため、伊那市行政改革推進本部において進捗管理を行い、毎年

度の実施状況の確認及び中間評価を実施し、計画の実効性を確保します。また、推進本部の

下に行政改革、事務改善を推進するための調査研究組織をつくり、取組内容の検討や調査研

究、新たな行政改革に係わる課題への対応に努めます。 

さらに、各種団体の推薦による学識経験者等で組織する伊那市行政改革審議会に対して、

取組状況の報告を行うとともに、さまざまな意見をいただき、計画に反映させます。 

具体的な取組に対する進捗状況については、市報や市の公式ホームページなどの広報手段

を通じて、市民への情報提供を行っていきます。 

 

 

               諮問・報告 

                   

 

               意見・答申 

 

 

 

                          指示    計画案作成等 

      決定事項通知 

 

 

 

 

           

 

          実施状況報告 

                      資料収集      計画案作成等 

 

 

 

 

 

 

  

伊那市行政改革推進本部会議 

計画の統括管理 

 メンバー 本部長 ：市 長 

      副本部長：副市長 

      本部員 ：教育長、 

部局長 

伊那市行政改革審議会 

計画策定・進行管理に関す

る答申、助言など 

各種団体代表等で構成 

行政改革推進組織 

 計画案作成、調査研究、取組内容の検討 

 新たな行政改革課題への対応 

 庁内各組織より中堅・若手職員で構成 

全 庁 組 織 
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第３章 第３次伊那市行政改革大綱の改革の柱 

 

１ 基本方針 

 

 

 

第３次行革大綱においては、これまでの行革大綱の方針を継承しつつ、基本方針を新たに

定め、それに沿った取組を行っていくこととします。 

厳しい財政状況の中、将来にわたって健全財政を維持し持続可能な市政運営を行うため、

経営的な視点による行財政運営を推進する必要があります。また、高度化・多様化する行政

課題に的確に対応するため、市民の視点に立って市民ニーズを把握し、真に必要な行政サー

ビスを提供し続けなければなりません。第２次行革大綱基本方針である「市民の視点に立っ

た効率的な行政運営」を継続しつつ、さらに、市民からの信頼に応え、市民に期待される健

全な行政運営を推進するため、第３次行革大綱基本方針を「市民の信頼と期待に応える、健

全な行政運営の推進」と定めます。 

 

２ 基本方針実現のための目標 

基本方針を実現するため、次の３つの基本目標を定めます。 

 

 

 

 

 

 

効率的な行政運営を行うには、市民のニーズを間断なく的確に把握し、優先順位を決めて

適切に対応することが求められます。しかし、社会情勢の著しい変化に伴い、複雑化・多様

化する地域課題や市民ニーズなど、すべての要望に対し行政だけで対応していくことが困難

な状況になっています。そのため、市民と同じ目線で考え、市民が求めるサービスとは何か

を把握して、真に市民が求める市民サービスを意識して、選択と集中による質の高い行政サ

ービスを提供しなければなりません。真に必要な市民サービスを意識し提供するためには、

多様化する行政課題に柔軟かつ迅速に対応できる組織体制の整備や、職員一人ひとりの意識

改革と能力の向上が求められます。組織やマネジメント手法、人材育成方法の見直しを行い、

風通しの良い職場環境を作ることで、本市の最大の経営資源と言える職員一人ひとりの資質

と士気を高め、最大限の力を引き出し、質の高い行政サービスの提供を目指します。 

Ⅰ 市民サービスを意識し行動する質の高い行政組織の構築 

「市民の信頼と期待に応える、健全な行政運営の推進」 

Ⅰ 市民サービスを意識し行動する質の高い行政組織の構築 

Ⅱ 健全で持続可能な財政運営の推進 

Ⅲ 市民が主役の協働のまちづくりの推進 
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また、行政活動の過程と実現した結果や成果だけではなく、克服すべき課題などについて

も、行政自ら積極的に市民に情報を開示することで、透明性の確保と説明責任を果たし、常

に市民から信頼される行政組織を構築します。 

 

 

本市では、３市町村の合併以降、市民の一体感の醸成と地域の均衡ある発展に配慮しなが

ら、財政健全化を最重要事項とし行政運営に取り組んできました。財政健全化プログラム ３

の着実な実施や、合併算定替＊11による地方交付税＊10の優遇措置などにより、財政指標は良

化傾向にあり、健全財政は維持されています。しかし、市町村合併 10 年を経過したことか

ら普通地方交付税の優遇措置が段階的に削減されることや、少子化対策や高齢者対策などの

社会福祉関連施策に要する経費の増加などに加えて、社会資本施設整備等大きな財政負担を

伴う事業も進める必要があり、今後、本市を取り巻く財政状況は厳しさを増すことが考えら

れます。引き続き財政健全化に取り組むため、基礎的財政収支＊16の均衡に配慮しつつ、将

来にわたり健全財政を維持し、持続可能な財政運営の推進を図る必要があります。 

また、公共施設にかかる維持管理費用も市財政にとって大きな負担となっています。本市

では、高度成長期やバブル経済時にハコモノやインフラが集中的に整備されていることから、

耐用年数の終了に伴い一斉に更新時期が到来します。加えて、人口減少や少子高齢化により、

公共施設に対する市民ニーズが変化しているにもかかわらず、施設の統廃合が計画的に進ん

でいないなどの課題にも直面しています。本市が保有する公共施設を効果的・効率的に活用

し、必要な公共サービスを持続的に提供するなかで、財政負担の軽減・平準化をはかってい

くためには、公共施設を経営的な視点でとらえ、管理運営をしていくことが必要となります。 

 

 

「市民が主役」のまちづくりには、まちづくりに主体的に参画する市民と、それを支援す

る行政との協働が重要になります。そのため、市民と行政双方が意識改革を行い、市民と行

政の公共サービスにおける役割分担を明確にするなかで健全な協働の関係を構築して、まち

づくりを推進する必要があります。市民一人ひとりが、「市民が主役」という意識を持ち、自

らまちづくりに参画するという住民自治に対する市民意識の啓発を図るとともに、情報の共

有、活動支援の環境づくりを進め、市民の力をまちづくりに活かせる環境づくりに取り組ん

でいきます。 

また、民間企業やＮＰＯなどのノウハウを活用することで、コストが削減され、より充実

した行政サービスが提供できる事務事業は民間委託等を推進します。 

Ⅱ 健全で持続可能な財政運営の推進 

Ⅲ 市民が主役の協働のまちづくりの推進 
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３ 大綱の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 基本目標別推進項目内容 

Ⅰ 市民サービスを意識し行動する質の高い行政組織の構築 

   ■推進項目と内容 

（１）行政組織の効率化 

   第２次定員適正化計画＊６に基づき取り組んできた職員数の削減は、数値目標を上回る

ペースで進んでいます。しかし、本市の職員数は全国の類似団体＊７の職員数の平均値を

上回っていることから、今後も引き続き、職員数削減への取組が必要とされます。 

一方で、職員数が削減される中、従来と同じ業務量をこなすことには限界があること

から、職員一人ひとりが意識改革や資質の向上を図り、常に事務改善や効率化に取り組

む必要があります。このため、伊那市人材育成基本方針＊17に沿って、職員の能力開発に

向けた研修の実施や職場内で人を育てる風土の醸成など、市民目線で考えることのでき

る職員の育成に努めます。また、メンタル面を含めた健康問題を抱える職員が増加傾向

にあることから、職員の健康管理に努め、健康の保持及び増進、勤務能率の向上を図り

ます。 

（２）市民の視点に立った行政サービスの充実 

   変化する社会情勢や市民ニーズに対応するためには、前例にとらわれることなく、事

業のスクラップ・アンド・ビルドを実施し、業務の効率化、迅速化に取り組み、より質

基本方針       基本目標        推進項目 

市
民
の
信
頼
と
期
待
に
応
え
る
、
健
全
な
行
政
運
営
の
推
進 

Ⅰ 市民サービスを意識

し行動する質の高い行政

組織の構築 

 

Ⅱ 健全で持続可能な財

政運営の推進 

Ⅲ 市民が主役の協働の

まちづくりの推進 

（１）行政組織の効率化 

（２）市民の視点に立った行政サービスの充実 

（３）情報の提供と聴取 

（１）健全な財政運営の推進 

（２）公共施設等の適正管理 

（３）公営企業、一部事務組合、第３セクタ
ー等における健全な経営の推進 

（１）市民と行政双方の意識改革 

（２）協働の推進によるまちづくり 

（３）民間の力を活かしたまちづくり 
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の高い行政サービスを提供しなければなりません。事務事業の有効性、妥当性について

継続的に見直しを実施し、既に目的を達成したものや必要性の薄れたもの、市民ニーズ

に沿わないものは、廃止、縮小など整理・統廃合を推進し、緊急度や優先度の高いもの

から効率的に実施し、市民の視点に立った行政サービスの提供に努めます。 

（３）情報の提供と聴取 

広報紙や公式ホームページなどのあらゆる媒体を活用し、積極的に行政情報を公開し、

市民の市政への参画を促すとともに、市民福祉の向上のため、常に市民要望の把握に務

めます。また、それを施策に反映させる仕組みを構築し、市民の視点に立って、真に必

要とされる市民サービスの提供に努めます。 

市の保有する情報のオープンデータ化により、民間サービス創出の促進と官民連携に

よる創意工夫を活かした多様な公共サービスの迅速かつ効率的な提供を図るとともに、

市の政策決定等の過程における、行政の透明性・信頼性の向上、業務の効率化、地域の

活性化に取り組みます。 

 

Ⅱ 健全で持続可能な財政運営の推進 

   ■推進項目と内容 

（１）健全な財政運営の推進 

    本市は平成 22 年度に伊那市財政健全化プログラム＊３を策定して、収入の確保や支出

の削減に取り組んだ結果、実質公債費比率や将来負担比率などの財政指標は改善傾向に

あり、健全財政が維持されています。しかし、市町村合併による地方交付税＊10の優遇措

置が、平成 28年度から５年間かけて減少することから、引き続き財政健全化プログラム

に基づき、創意工夫による経費の節減や業務の必要性の検討により、将来にわたり健全

財政を維持するとともに、持続可能な財政運営を推進します。 

    また、徴収力強化プログラム＊８により全庁横断的な徴収体制を推進し、市民の税・料

金負担の公平性を確保するため、引き続き、債権の適正管理に努め、「減らす」から「発

生させない」徴収対策の実現に取り組みます。 

（２）公共施設等の適正管理 

    昭和 40 年代から平成初期にかけて、多くの公共施設等の整備が行われましたが、これ

らは現在、急速に老朽化が進行しています。公共施設等の維持・更新経費の増大が見込

まれる中、いかにして計画的かつ効率的に、それに対応していくかが、公共施設管理の

課題となっています。平成 27 年度に策定した伊那市公共施設等総合管理計画＊18による

と、現在の公共施設等を全て維持・更新しようとすると、今後 10 年間で 94 億円の財源

が不足するとされています。 

このため、同計画に基づき公共施設総量の 10 年間で 15％削減を目標に、公共施設等

の安全性、利便性、快適性等の市民サービスの水準を維持しつつ、将来的な老朽度合い

や、発生する維持管理費用を予測し、施設の適正な修繕を行い、統廃合を進めたうえで、
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計画的な更新を行います。 

（３）公営企業、一部事務組合、第３セクター等における健全な経営の推進 

    本市の一般会計に占める一部事務組合等への負担金は大きな額となっていることから、

この負担額をいかに抑えるかが課題となっています。本市が構成団体となっている一部

事務組合等においても、行財政改革の推進を図り、より効率的な運営が求められ、市と

してもそうした取組を支援します。また、公営企業は、負担区分の原則に基づき、独立

採算の確保を図るため、経営の健全化を進めます。さらに、第３セクターや市が出資し

ている法人などの運営状況や経理状況のチェックを強化することにより、第３セクター

等に求められている行政サービスの向上を推進するとともに、自主性・自立性の高い健

全経営を支援します。 

 

Ⅲ 市民が主役の協働のまちづくりの推進 

■推進項目と内容 

（１）市民と行政双方の意識改革 

    社会情勢の著しい変化に伴い、複雑化・多様化する地域課題や市民ニーズなど、すべ

ての要望に対し行政だけで対応していくことは困難なため、市民が主体的に参画する「市

民の力」の活用が求められます。そのためには、市民は「自分たちこそがまちづくりの

主役である」との意識改革を、また、行政は「全てを自らでやろうとしないで、市民を

サポートする」という意識改革を、それぞれで行う必要があります。その上で、市民と

行政の役割分担を明確にし、健全な協働関係を構築していきます。 

（２）協働の推進によるまちづくり 

    地域課題の解決や地域の実情に即したまちづくりを進めるためには、市民と行政が一

体となって協働で様々な取組を推進しなければなりません。地域組織である地域協議会

などが地域課題を検討し、解決できるような仕組みをつくり、協働推進のための組織が

より一層活躍できる環境を整備します。また、市民の持つ能力や機動力をまちづくりに

活かし、市民や地域づくり団体、ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）など多様な団体と

の協働関係を構築し、市民と行政がお互いに補い合って、より良いまちづくりを推進し

ます。  

（３）民間の力を活かしたまちづくり 

    市民サービスの向上と行政の効率的運営を図るため、これまでも積極的に民間委託を

実施し、成果を上げてきました。今後も事務事業の実施における公的関与の見直しに関

する方針＊19に基づき、すべての業務や公共サービスを対象に、コスト面やサービス面に

おける効果を検証し、行政が行うべきサービスと、民間の能力や専門知識、ノウハウを

活用することで成果が上がるサービスとの仕分けを実施し、業務の一部委託や、指定管

理者制度の導入も含めた、より一層の民間委託等の推進を図ります。 



1
定員適正化計
画の推進

第二次
定員適
正化計
画

Ⅰ－
（３）-
№１、
№２、
№３

・第二次定員適正化計画に沿っ
て、平成36年の職員数を、平成26
年度の１割減（588人）とする。

・計画を上回るペースで職員削減
が進んでいるが、全国類似団体の
平均値と比較して職員数は多い。

2
女性管理職の
登用推進

女性活
躍推進
法に基
づく特定
事業主
行動計
画

Ⅰ－
（３）-
№２

・市民サービスをより一層充実させ
るため、意欲と能力のある女性職
員を積極的に登用する。

・女性職員の管理職に占める割合
は男性職員に比べて低い状況に
ある。

3
人材育成基本
方針の推進

伊那市
人材育
成基本
方針

Ⅰ－
（４）-
№１、
№２

・常に事務改善や効率化に取り組
み、市民目線で考える人材を育成
する。

・人材育成基本方針により人材育
成を進めているが、意識改革の状
況が把握できていない。

4
組織改革の推
進

Ⅰ－
（３）-
№５

・市民ニーズや社会情勢の変化等
に対応するため、随時、組織の見
直しを行う。

・合併10年を機とした組織見直し
の検討を進め、平成28年度から実
施する。

5
【新規】
総合支所日直
業務の見直し

・市民の利便性を確保した上で、
日直業務の見直しを行う。

・本庁と比較して、総合支所の日
直業務量は少なく、費用対効果も
低い状況にある。

関連
計画等

第2次大綱で
の位置づけ№ 取組事項名 取組事項のあるべき姿（目標） あるべき姿に対する現状（課題）

第４章　取組事項

Ⅰ　市民サービスを意識し行動する質の高い行政組織の構築

（1）行政組織の効率化

- 16 -



H２８ H２９ H３０ H３１ H３２

・社会情勢の変化や法令等
の改正による見直しを行
い、類似団体等を参考にし
ながら定数の削減を推進す
る。

・組織のスリム化と
人件費の削減によ
り、効率的な行政
運営が図られる。

職員数目標
値
645人

職員数目標
値
636人

職員数目標
値
634人

職員数目標
値
624人

職員数目標
値
612人

・積極的な研修の実施によ
る能力の向上と意識改革、
役職登用後のフォロー体制
の確立を図る。

・女性職員の能力
を最大限に発揮
する環境整備を図
り、女性の視点や
意見を市政に反
映させる。
・女性管理職員数
H27：3人（3.7%）⇒
H32：8人（10.0%）

特定事業主
行動計画に
定める女性
の課長級以
上職員

⇒ ⇒ ⇒
女性管理職
員数　8人

・人事評価制度活用の充実
を図るとともに、人材育成基
本方針を見直し、職員の意
識の向上及び士気の向上
により職場の活性化を目指
す。

・職員意識が改革
され資質が向上す
る。

人材育成基
本方針に
沿った人事
評価制度の
検討

人材育成基
本方針の検
討

人材育成基
本方針の改
定

⇒ ⇒

・業務の課題を把握した上
で集約化を検討し、市民の
利便性を重視した組織の構
築を行う。

・社会情勢の変動
や行政課題等に
対応できる、効率
的で機動性のある
組織が構築でき
る。

本庁、総合
支所の組織
改革実施

必要に応じ
た組織見直
しの実施

⇒ ⇒ ⇒

・繁忙期の問い合わせや各
種届出の受理などについ
て、市民の利便性を確保し
た対応策を検討する。

・事務の合理化と
人件費の削減が
期待できる。

調査、検討

地域への周
知

⇒ ⇒ 実施 ⇒

現状とのギャップを
埋めるための取組内容

取組による効果
年度別計画

Ⅰ　市民サービスを意識し行動する質の高い行政組織の構築

（1）行政組織の効率化

- 17 -



1
行政評価による
事業見直し

Ⅲ－
（１）-
№６

・限られた経営資源の有効活用の
ため、行政評価により、事務事業
の見直しを行う。

・市民視点を取り入れた外部委員
の行政評価により、事業の客観性
及び透明性を高めるとともに、事業
の見直しを実施する。

2
多様なニーズに
対応する窓口業
務の改善

Ⅲ－
（３）-
№３

窓口での多様なニーズに対応する
ため、各種証明書発行専用窓口と
移動受付窓口、届出相談窓口を
分離し、利便性の向上と待ち時間
緩和を図る。

・証明発行、異動受付、届出相談
の窓口業務の混在による待ち時間
の発生など市民の利便性が低い。

3

小中学校の適
正規模・適正配
置等に関する検
討

Ⅱ－
（３）-
№１０

・児童生徒数の規模の均衡を図る
ため、通学区域の見直しや学校の
統廃合について検討する。

・少子化が進む中で、人口の増加
地域と減少地域との差が、児童生
徒数の増減にも現れ、学校間で規
模の不均衡が生じている。

4

【新規】
各種スポーツイ
ベントのスクラッ
プアンドビルド

・住民ニーズや時代に即したイベ
ントを開催する。

・効果的かつ効率的な広報の手
法、あり方の研究が必要。

5
【新規】
下水道水洗化
率の向上

伊那市
下水道
事業経
営健全
化計画

・早い段階で県内平均に追いつく
よう接続指導を行う。

・平成26年度末の水洗化率は
85.1％で県内平均92.1％（H25末）
より低い。

関連
計画等

第2次大綱で
の位置づけ

（2）市民の視点に立った行政サービスの充実

№ 取組事項名 取組事項のあるべき姿（目標） あるべき姿に対する現状（課題）
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H２８ H２９ H３０ H３１ H３２

・平成21年度から外部評価
を実施。引き続き、PDCAサ
イクルのCheckとして位置づ
け、事業の実施結果を検証
する。

・評価結果を受
け、事業の取組方
針や予算への反
映を行う事により、
事業の優先度を
明確にできる。

外部評価
6事業

外部評価
6事業

外部評価
6事業

外部評価
6事業

外部評価
6事業

・窓口業務の民間委託を検
討する。
・各総合支所、各支所にお
ける窓口業務の検討。

・利便性向上と待
ち時間緩和が図ら
れる。

計画検討 計画策定 組織見直し 委託契約 業務委託

・関係者との十分な協議を
実施し検討を行う。
・当面は、大規模校、小規
模校通学区の弾力的運用
により対応する。

・経費の削減と教
育の公平性が確
保される。

学区の見直
し及び統廃
合の検討

⇒ ⇒ ⇒
一定の方向
性を見出す

・施設利用者のニーズを聴
く。
・これまで実施してきたイベ
ントの検証を行う。

・イベントの充実と
目的に沿ったイベ
ントの開催が期待
できる。

ニーズ・時
代に即した
イベントの
検討

⇒
イベントの
実施・検証

⇒ ⇒

・供用開始後３年以内に接
続しなければならないため、
未接続者への接続指導を
行う。

・生活環境の向上
に期待でき、下水
道事業の健全化
が図られる。

接続指導
接続サポー
ト補助金
融資あっ旋
水洗化率
87.1%

接続指導
接続サポー
ト補助金
融資あっ旋
水洗化率
88.0%

接続指導
接続サポー
ト補助金
融資あっ旋
水洗化率
88.7%

接続指導
接続サポー
ト補助金
融資あっ旋
水洗化率
89.4%

接続指導
接続サポー
ト補助金
融資あっ旋
水洗化率
90.0%

取組による効果
年度別計画

（2）市民の視点に立った行政サービスの充実

現状とのギャップを
埋めるための取組内容
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1
行政情報の積
極的公開

Ⅱ－
（２）-
№７

・広報誌の充実と適正なHP運用に
よる情報の迅速な提供。

・課によって行政情報の提供の対
応に差がある。

2
【新規】
市民要望・情報
の聴取

・市民要望の把握に努め、施策に
反映させる仕組みの確立と運用を
図る。

・「市長への手紙」や「市長と語りた
伊那」開催により、市民の意見や
提言を聴き、実現可能なものにつ
いては、速やかに実行している。

3
【新規】
オープンデータ
の利用促進

伊那市
地域情
報化計
画

・オープンデータの公開と、データ
の民間事業者等による活用によ
り、市民生活の向上を図る。

・現状ではほとんどがオープン
データ化されておらず、その作成・
活用について検討が必要。

（３）情報の提供と聴取

№ 取組事項名 取組事項のあるべき姿（目標） あるべき姿に対する現状（課題）
関連

計画等
第2次大綱で
の位置づけ
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H２８ H２９ H３０ H３１ H３２

・広報誌を活用した積極的
な行政情報の公開を行う。
・適正なHP運用のため、職
員へのフォローアップを行
う。

・市民の求める最
新の行政情報を
提供する。

HPアクセス
件数（ペー
ジビュー
数）目標値
33万件／月

36万件／月

HP新規
ユーザー
80万人/年

39万件／月

HP新規
ユーザー
80万人/年

42万件／月

HP新規
ユーザー
80万人/年

45万件／月

HP新規
ユーザー
80万人/年

・「市長への手紙」による提言
の早期フィードバック及び事業
の推進を行う。
・「市長と語りた伊那」により市
民との直接対話の機会を増や
す。
・市民参加の審議会、協議会
等の検討組織を十分に活用
し、市民の意見を取り入れる。

・意見を市政運営
に反映させること
により、市民が主
役の協働のまちづ
くりにつながる。

「市長への
手紙」170通
／年

「市長と語り
た伊那」15
回／年

「市長への
手紙」180通
／年

「市長と語り
た伊那」16
回／年

「市長への
手紙」180通
／年

「市長と語り
た伊那」16
回／年

「市長への
手紙」180通
／年

「市長と語り
た伊那」16
回／年

「市長への
手紙」180通
／年

「市長と語り
た伊那」16
回／年

・市の保有情報で２次利用
が可能なものをオープン
データ化し、HP上で公開す
る。

・民間事業者の
サービスに活用さ
れることにより、市
民の利便性向上
や地域の活性化
につながる。
・H32公開データ
30件

方向性・公
開可能な
データの検
討

公開データ
の収集・作
成

ホームペー
ジで随時公
開

⇒ ⇒

取組による効果
年度別計画

（３）情報の提供と聴取

現状とのギャップを
埋めるための取組内容
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1
【新規】
人口増、地方創
生の取組

伊那市地
方創生総
合戦略

伊那市財
政健全化
プログラム

・人口増、地方創生の取組により
税収を確保する。

・少子高齢化による人口の減少に
伴い、地域活力の低下が懸念され
ている。

2
未収金解消と適
正な課税

伊那市財
政健全化
プログラム

伊那市徴
収力強化
プログラム

Ⅱ－
（５）-
№１

・徴収力強化プログラム（H26～
H28）の着実な実施と、第4次総合
徴収対策の検討。
・適正な課税による税収の確保。

・徴収業務における持続的な人材
育成、全職員の徴収意識の維持・
向上が必要とされる。

3
多様な財源の確
保

伊那市
財政健
全化プロ
グラム

Ⅱ－
（５）-
№２

・国県補助金等の有効活用による
財源確保。
・壁面広告、ネーミングライツ等企
業広告の獲得。
・企業を含むふるさと納税の拡大。
・資金運用による財源確保。

・今後の見通しが不透明な既存の
補助金に代わって、新たな補助金
の活用や、自主財源の創出に取
組む必要がある。

4
不用資産の処
分

伊那市
財政健
全化プロ
グラム

Ⅱ－
（５）-
№３

・不用資産の処分・活用による収
入確保。

・不用資産の売却を進めている。
・地元管理による集会施設等は、
地元への譲渡を基本としている。

5
施設使用料、事
業負担金の見
直し

伊那市
財政健
全化プロ
グラム

Ⅱ－
（５）-
№５

・施設の維持管理経費や利用状
況などにより、使用料を設定する。

・施設の実態に見合った使用料
を、定期的に見直していない。

6
計画的なハード
事業の実施

伊那市実
施計画

伊那市財
政健全化
プログラム

Ⅱ－
（３）-
№１

・選択と集中により、まちづくりに必
要な事業を推進する。

・実施計画に搭載済み事業を実施
している。

Ⅱ　健全で持続可能な財政運営の推進

（1）健全な財政運営の推進

№ 取組事項名 取組事項のあるべき姿（目標） あるべき姿に対する現状（課題）
関連

計画等
第2次大綱で
の位置づけ
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H２８ H２９ H３０ H３１ H３２

・雇用の創出と移住定住の
促進により人口増を図る。
・企業誘致、既存企業支
援、地場産業振興支援に取
り組む。

・企業誘致による
雇用の創出や移
住定住促進対策
により、人口増を
図り、税収を確保
する。

財政健全
化プログラ
ムの進捗管
理による

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・徴収力強化プログラムの着
実な実施により、目標達成
に向けて引き続き全庁的に
取り組む。

・減らすから発生さ
せない徴収対策
の実現が図られ
る。
・適正な課税客体
の把握により、適
切な課税を行う。

徴収力強
化プログラ
ム推進
目標未収
金額　5.0
億円
第4次総合
徴収対策
策定

第4次総合
徴収対策
の推進
（H29年度
～H31年
度）
目標未収
金額4.6億
円

⇒
第5次計画
の策定

第5次計画
の推進

・新たな補助制度の幅広い
情報収集に努める。
・広告掲載可能物件や対象
物の拾い出しと、積極的な
導入を図る。
・旧土地開発公社保有地早
期売却の推進を図る。

・新たな有効財源
の確保が図られ
る。
・5年間新規広告
物件　8件

財政健全
化プログラ
ムの進捗管
理による

⇒ ⇒

H31.10
消費税率
改正に併
せた見直し

⇒

・不用資産を洗出し、計画
的に売却・貸付・解体処分
を進める。
・集会施設等の地元などへ
の譲渡を推進する。

・不用資産の売却
等により、管理経
費の縮減と市の収
入増加が図られ
る。
・売却、貸付、返
還　5年間で10件

財政健全
化プログラ
ムの進捗管
理による

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・施設利用者及び事業負担
金の適正な負担水準を確
保する。
・消費税導入時に適正料金
に見直す。

・収入の増加と利
用者負担の公平
性の確保が図られ
る。

財政健全
化プログラ
ムの進捗管
理による

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・財政見通しによる投資規
模を検証し、実施計画を策
定する。

・健全財政を維持
した、計画的な
ハード事業が実施
できる。
・起債残高を増加
させない。

財政健全
化プログラ
ムの進捗管
理による

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

Ⅱ　健全で持続可能な財政運営の推進

（1）健全な財政運営の推進

現状とのギャップを埋めるた
めの取組内容

取組による効果
年度別計画
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7
経常経費の削
減

伊那市
財政健
全化プロ
グラム

Ⅱ－
（２）

・積極的な見直しと創意工夫によ
り、経常経費を節減する。

・決算の分析などによって、経常経
費の見直しを行っている。

9 公債費の縮減

伊那市
財政健
全化プロ
グラム

Ⅱ－
（１）-
№２

・新規発行の市債等を抑制し、地
方債残高の削減に努める。

・多額の地方債残高とそれに伴う
地方債償還金は、財政運営上大き
な負担となっている。

1

【新規】
公共施設等総
合管理計画の
進捗管理

伊那市公
共施設等
総合管理
計画

伊那市公
共施設等
管理実行
プログラム

・市が保有する公共施設等の計画
的な管理を行い、有効活用を図る
とともに、公共施設等に係る将来
的な維持管理経費の削減及び平
準化を図る。

・公共施設の急速な老朽化が進行
し、維持・更新経費の増大が見込
まれる中、計画的かつ効率的に維
持管理を行うことが求められる。

2
庁舎保全計画
策定と庁舎の計
画的管理

伊那市公
共施設等
総合管理
計画

伊那市庁
舎保全計
画

Ⅰ－
（２）-
№１、
№２

・庁舎保全計画に沿って、庁舎の
計画的な管理に努める。

・現行の庁舎保全計画は、計画策
定時から10年が経過し、現状と相
違が生じている。

№ 取組事項名

№ 取組事項名
関連

計画等 取組事項のあるべき姿（目標） あるべき姿に対する現状（課題）第2次大綱で
の位置づけ

第2次大綱で
の位置づけ

（２）公共施設等の適正管理

取組事項のあるべき姿（目標） あるべき姿に対する現状（課題）
関連

計画等
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H２８ H２９ H３０ H３１ H３２

・市単独の扶助費、補助費
等の見直しを行う。
・公共施設等のLED化を進
め、施設電気料の削減を図
る。
・多面的な比較により、不要
な経常経費を削減する。

・経費の節減によ
り、事務の効率化
と有効財源の確保
が図られる。

財政健全
化プログラ
ムの進捗管
理による

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・交付税措置率の有利な市
債を除いて、新規の市債は
発行しない。

・新規発行の市債
を抑制することで、
後年度の財政負
担の軽減が図られ
る。
・起債残高を増加
させない。

財政健全
化プログラ
ムの進捗管
理による

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

H２８ H２９ H３０ H３１ H３２

・伊那市公共施設等管理実
行プラグラムを策定し、本計
画の進行管理を行う。

・施設統廃合によ
る総資産量の適正
化と、計画的な維
持修繕による長寿
命化により、財政
負担の軽減と平準
化が図られる。

計画実行 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・庁舎保全計画を改定す
る。

・施設維持に必要
な保全管理を行
い、施設機械の長
寿命化を図る。

保全計画
策定仕様
書の設計

伊那市庁
舎保全計
画策定

計画推進 ⇒ ⇒

取組による効果
年度別計画現状とのギャップを埋めるた

めの取組内容

取組による効果
年度別計画

（２）公共施設等の適正管理

現状とのギャップを埋めるた
めの取組内容
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3

【新規】
総合支所庁舎
のあり方につい
て

伊那市
公共施
設等総
合管理
計画

・将来的な総合支所のあり方を検
討する。

・現状の総合支所は耐震化がされ
ていないため、このまま活用するに
は補強及び改修が必要。

4
火葬場施設の
効果的な維持管
理計画

伊那市
公共施
設等総
合管理
計画

Ⅰ－
（２）-
№１、
Ⅱ-

（３）-
№６

・火葬場の将来的なあり方を検討
し、それに沿って、管理運営費の
削減に取り組む。

・長谷火葬場の老朽化に伴い、地
域との十分な協議のうえ、廃止も
含めた検討が必要。
・火葬場の予約方法や、時間外の
受付方法などの課題がある。

5
保育園整備計
画の見直し

伊那市公
共施設等
総合管理
計画

伊那市保
育園整備
計画

Ⅱ－
（３）-
№９

・既存施設の安全性の確保と長寿
命化を図る。

・保育園整備計画の前期5か年の
取り組み結果を、社会情勢の変化
に合わせて検証し、後期計画を策
定した。

6
農業公園のあり
方の検討

みはらし
ファーム
整備計
画

Ⅰ－
（３）-
№３

・施設の有効活用により、採算性を
確保し、将来的に運営主体が自立
できるよう支援する。

・運営主体の自立を進めてきた
が、運用面で採算性が確保されず
に難しい状況にある。
・ピーク時に76万人の来場者が
あったが、現状52万人まで減少し
ている。

7
【新規】
サンライフ伊那
跡地利活用

・施設老朽化に伴い、H27年度末
にサンライフ伊那を閉鎖し廃止す
る。

・跡地利用について、地元委員会
と協議中。

8
観光施設のあり
方について

伊那市公
共施設等
総合管理
計画

伊那市観
光施設の
あり方検討

Ⅰ－
（３）-
№６

・観光面で活かされるような施設と
して運営等の見直しを行い、満足
度向上に努める。

・施設管理者の企業的な組織運営
と自立化を進める必要がある。

関連
計画等 取組事項のあるべき姿（目標） あるべき姿に対する現状（課題）№ 取組事項名 第2次大綱で

の位置づけ
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H２８ H２９ H３０ H３１ H３２

・市民の利便性の確保、地
域振興の観点から総合支所
のあり方や、庁舎の整備方
針を検討する。

・市民の利便性が
確保された総合支
所を整備できる。

総合支所
組織見直し
の実施

施設整備
方針検討

⇒ 整備実施 ⇒ ⇒

・伊那火葬場、長谷火葬場
それぞれの使用計画及び
整備計画を策定する。。
・管理運営について指定管
理者制度の導入を検討す
る。
・使用予約システムの導入
を検討する。

・委託形態の見直
しにより、管理運
営費等の削減が
図れる。
・広域化を含め
た、将来の火葬業
務体制を構築でき
る。

関係町村と
の協議

委託形態
検討

使用料金
の改定

委託形態
の見直し

⇒ ⇒ ⇒

・後期計画に沿った取り組
みを行う。

・保育の公平性の
確保と、整備計画
による適正な管理
で長寿命化が図ら
れる。

計画推進
進捗管理

⇒ ⇒

保育園７園
の長寿命
化ほかを実
施

⇒

・整備計画に基づいて、H27
に交流促進施設及び専用
駐車場、H28に地域食材提
供施設の整備を行い、誘客
に向け施設の充実を図る。

・収穫体験は年々
増加傾向にあり、
バスツアーによる
誘客が可能とな
る。
・5年間で5％程度
の利用者増が見
込まれる。

食材提供
施設整備
等の条件
整備

年間利用
者数
53万人

　　　⇒

年間利用
者数
54万人

　　　⇒

年間利用
者数
55万人

　　　⇒

年間利用
者数
56万人

　　　⇒

年間利用
者数
57万人

・跡地利用について、地元
委員会との協議を行う。

・地元との着実な
協議によって、地
元の意向を尊重し
た跡地利用ができ
る。

廃止及び
地元との協
議

地元との協
議
（施設の取
壊し）

⇒ ⇒ ⇒

・施設のあり方方針に沿った
施設整備を進める。

・自立した組織運
営によって自主財
源の確保が期待
できる。

施設のあり
方方針に
沿った施設
整備

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

現状とのギャップを埋めるた
めの取組内容

取組による効果
年度別計画
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9
【新規】
道路・橋梁等の
長寿命化

伊那市公共
施設等総合
管理計画

伊那市幹線
道路網整備
計画

伊那市橋梁
長寿命化修
繕計画

・道路・橋梁等の長寿命化を図る。

・橋梁数が約800橋と多い。
・５年に１回法定点検を行う必要が
ある。
・道路長寿命化計画を策定する必
要がある。

10
【新規】
市営住宅の見
直し

伊那市
住生活
基本計
画

・伊那市住生活基本計画に沿っ
て、市営住宅の統廃合、改修、新
築を進める。

・施設の老朽化が進み、対応が必
要となっている。

11
学校施設の改
修

伊那市
公共施
設等総
合管理
計画

Ⅰ－
（２）-
№１

・H32までに全小中学校体育館の
非構造部材耐震化と屋根の改修
を行う。

・避難所に指定されている全小中
学校体育館の、非構造部材の耐
震化が終了していない。
・雨漏り等体育館の老朽化が進
み、対応が必要となっている。

12
給食施設の見
直し

伊那市公
共施設等
総合管理
計画

伊那市学
校給食施
設整備計
画

Ⅰ－
（２）-
№５

・学校給食施設整備計画に沿っ
て、給食施設の一部統合、改修・
改築等を進める。

・施設の老朽化が進み、早急に対
応しなければならない状況となって
いる。

13
公民館の整備に
ついて

伊那市
公共施
設等総
合管理
計画

Ⅰ－
（２）-
№１

・公民館の整備、改修計画を策定
し、計画的に整備を行う。

・西春近公民館は、地元から耐震
化ではなく、建て替えが要望され
ている。
・高遠３分館（長藤、三義、藤沢）の
施設の老朽化が進み、安全確保
が必要となっている。

14
体育施設の適
正管理

伊那市公
共施設等
総合管理
計画

伊那市体
育施設のあ
り方に関す
る基本的な
考え方

Ⅰ－
（２）-
№１

・体育施設を計画的に維持管理す
るとともに、市民との協議を経て統
廃合を推進する。

・施設の統廃合には、市民との協
議が必要。
・今後の施設維持に多額の補修費
がかかる。

あるべき姿に対する現状（課題）№ 取組事項名
関連

計画等 取組事項のあるべき姿（目標）第2次大綱で
の位置づけ
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H２８ H２９ H３０ H３１ H３２

・点検調査を行い、緊急性
の高い橋梁から修繕を進め
る。

・施設の長寿命化
及び将来にわたる
維持管理費の縮
減が図られる。

橋梁点検
数
176

修繕数
３

橋梁点検
数
169

修繕数
３

橋梁点検
数
180

修繕数
４

橋梁点検
数
160

修繕数
３

橋梁点検
数
160

修繕数
４

・基本計画に沿って、市営
住宅の計画的な整備を進め
る。

・人口増が見込ま
れる。
・維持経費の削減
が見込まれる。

・H40計画　340戸

634戸 ⇒ 583戸 ⇒ ⇒

・非構造部材耐震化等と、
それに合わせて、有利な財
源の活用により老朽化した
学校施設を改修する。

・非構造部材の耐
震化が終了する。
・複数の工事を合
わせて実施するこ
とで工期の短縮や
経費の削減が図ら
れる。

学校施設
改修の進
捗率
43%

学校施設
改修の進
捗率
57%

学校施設
改修の進
捗率
71%

学校施設
改修の進
捗率
86%

学校施設
改修の進
捗率
100%

・整備計画に沿って、施設
の計画的な整備を進める。

・地産地消や食育
を見据えた給食施
設の整備が図られ
る。

給食施設
整備の進
捗率
21%

給食施設
整備の進
捗率
37%

給食施設
整備の進
捗率
57%

給食施設
整備の進
捗率
79%

給食施設
整備の進
捗率
100%

・関係組織・機関との協議を
進め、計画的な整備を実施
する。

・市民の利便性向
上に加え、地区の
防災拠点整備・安
全が確保される。

改修計画
策定

改修整備 ⇒ ⇒ ⇒

・長期修繕計画、体育施設
のあり方の具体策を策定す
る。

・維持経費の削減
が見込まれる。

施設整備
計画作成

地元・議会
等との協議

地元・議会
等との協議

地元・議会
等との協議

施設の統
合・廃止

現状とのギャップを埋めるた
めの取組内容

取組による効果
年度別計画

- 29 -



15
農業集落排水
施設最適化構
想の作成

伊那市公
共施設等
総合管理
計画

伊那市下
水道経営
健全化計
画

Ⅰ－
（２）-
№１

・施設の維持管理、統廃合につい
て、将来的なあり方を検討する。

・施設改修等の計画がない。

16
農業集落排水
施設の譲渡、廃
止の検討

伊那市公
共施設等
総合管理
計画

伊那市下
水道経営
健全化計
画

Ⅰ－
（２）-
№１

・農業集落排水施設を統廃合し、
維持費を削減する。

・経営健全化計画に沿って、施設
の譲渡、廃止を検討している。

17
公共下水道処
理場等の長寿
命化

伊那市公
共施設等
総合管理
計画

伊那市下
水道経営
健全化計
画

Ⅰ－
（２）-
№１

・計画的に施設の修繕を行い、長
寿命化を図る。

・経営健全化計画に沿って、長寿
命化対策を行っている。

新
18

庁舎等の包括
管理業務委託
の推進

・施設や設備ごとに単独発注して
いる保守管理、法定検査、維持管
理業務等を包括的に業務委託す
ることで、コスト削減と事務量削減
を図る。

･単独発注、施設の分類単位で発
注をしている状況がある。

あるべき姿に対する現状（課題）№ 取組事項名
関連

計画等 取組事項のあるべき姿（目標）第2次大綱で
の位置づけ
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H２８ H２９ H３０ H３１ H３２

・平成31年度までに構想を
作成し実施する。

・投資の平準化が
図られ、計画的な
財政運営を行え
る。

経営健全
化計画の
進捗管理
による

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・統廃合箇所を検討し変更
認可を取得する。
・統廃合工事を実施する。

・農業集落排水処
理場を廃止するこ
とにより、維持管理
費の削減が図られ
る。

経営健全
化計画の
進捗管理
による

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・経営健全化計画に基づ
き、設備更新を実施する。

・施設の長寿命化
対策により、更新
費用を削減でき
る。

経営健全
化計画の
進捗管理
による

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・包括管理業務の最も効果
的な組み合わせを検討し、
一括入札によるコスト縮減と
事務量縮減を図る。

・入札による管理
業務委託量のコス
ト縮減と、契約業
務にかかわる職員
の事務量削減が
図られる。

施設所管
課抽出・検
討

包括管理
業務検討

入札・契約 ⇒

現状とのギャップを埋めるた
めの取組内容

取組による効果
年度別計画
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1
【新規】
簡易水道事業
の法適化

伊那市
水道事
業経営
健全化
計画（別
冊）

・地方公営企業法を適用し、企業
会計へ移行する。

・現状の単式簿記では、経営状況
が分かりにくい。

2

【新規】
水道料金・下水
道使用料の改
定

伊那市水
道事業経
営健全化
計画

伊那市下
水道事業
経営健全
化計画

・持続可能な事業運営を行う。
・将来的に、財源不足により予算
編成ができない事が見込まれる。

3
伊那市振興公
社の健全経営

伊那市
財政健
全化プロ
グラム

Ⅱ－
（４）-
№５

・従来の施設管理だけではなく、経
営安定が図られる事業への積極
的取組が求められる。

・職員数の増加に伴い、経営の安
定化が求められている。

4
伊那市観光株
式会社の健全
経営

伊那市
財政健
全化プロ
グラム

Ⅱ－
（４）-
№６

・安定的な健全経営のため、経営
改善と体制強化に努める。

・H25、H26年度の２期連続の赤字
決算となっている。
・黒字化に向けて取り組んでいる
が、短期的に効果を出すには難し
い。

5
伊那市観光協
会のあり方検討

伊那市
財政健
全化プロ
グラム

Ⅱ－
（４）-
№７

・一般社団法人化により、一層の
組織強化が必要である。
・自立化へ向けて収益事業の拡大
を進める。

・収益の柱となる事業の構築が出
来ていない。

（３）公営企業、一部事務組合、第３セクター等における健全な経営の推進

№ 取組事項名 取組事項のあるべき姿（目標） あるべき姿に対する現状（課題）第2次大綱で
の位置づけ

関連
計画等
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H２８ H２９ H３０ H３１ H３２

・固定資産台帳を整備す
る。
・例規、システムを整備す
る。
・繰入金を調整する。

・経営状況が分か
りやすくなる。（複
式簿記）

固定資産
台帳の整
備
例規、シス
テムの整備

法適化
企業会計
移行

水道事業
経営健全
化計画に
基づく進捗
管理

⇒ ⇒

・料金等の改定を行い計画
的に財源を確保する。（３年
毎に検討）

・事業の継続と財
源の確保が図られ
る。

上下水道
事業運営
審議会へ
の諮問、条
例改正

料金改定
検証、次期
検討開始

上下水道
事業運営
審議会へ
の諮問、条
例改正

料金改定

・作業員数、事業内容等の
見直しを行う。

・迅速で効率的な
経営の確保と経費
削減が図られる。

事業内容
見直し

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・体制強化と経営改善につ
いて支援する。

・経営改善により
自主財源を安定
的に確保できれ
ば、健全経営の持
続化が期待でき
る。

体制強化と
経営改善

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・法人化に伴う新規事業（旅
行業等）を構築し、自主財
源確保のための収益事業を
展開する。

・安定した自主財
源の確保により、
自立した組織とし
ての運営が期待で
きる。

収益事業
の構築

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

（３）公営企業、一部事務組合、第３セクター等における健全な経営の推進

現状とのギャップを埋めるた
めの取組内容

取組による効果
年度別計画
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1
【新規】
輝く女性の活躍
の場の創出

伊那市
第３次男
女共同
参画計
画（H29-
H33)

・性別に関係なく個性や能力を発
揮できる男女共同参画社会づくり
を推進する。

・固定化した性別役割分担の実態
がうかがえ、出産後も働き続ける環
境にない。

2
協働推進のため
の支援と実践

Ⅲ－
（２）-
№２

・政策形成段階での市民の参加を
得る。

・政策形成段階での市民参加の機
会が限られている。

3
【新規】
自治基本条例
の検討

・市民と行政の具体的な行動やそ
れぞれの役割を明確にした協働の
推進について、「自治基本条例」の
制定が必要か否か研究する。

・住民自治の最上位の条例となる
ため、全国の自治体でも制定に慎
重な動きとなっている。
・市民と行政双方の意識改革、及
び住民自治による地域課題解決
が必要である。

4
地域協議会の
充実

Ⅲ－
（２）-
№４

・高遠町及び長谷地域ではH28年
4月から地方自治法による地域協
議会体制となるため、さらに地域の
独自性を活かした運営を行う。
・旧伊那市地域では地方自治法に
よる地域協議会を運営している。

・新体制の構築に向けて、人選、
規約整備、活動内容等を検討する
必要がある。

1
【新規】
リニア開通後の
まちづくり

・平成３９年に開通するリニア中央
新幹線の長野県駅を地域発展の
原動力とすることで、リニアで身近
になる大都市や世界の活力を引き
寄せて、豊かな自然環境の中で地
域も人も輝くリニアバレーを実現す
る。

・リニア開通による地域づくりの構
想実現のために、基盤整備を最優
先に取り組むとともに、長野県の南
の玄関口となる長野県駅が利用し
やすくなるために、広域的な連携
を進め、具体的な拠点づくりを進
めていく必要がある。

（2）協働の推進によるまちづくり

№ 取組事項名 取組事項のあるべき姿（目標） あるべき姿に対する現状（課題）
関連

計画等

Ⅲ　市民が主役の協働のまちづくりの推進

（１）市民と行政双方の意識改革

第2次大綱で
の位置づけ

あるべき姿に対する現状（課題）№ 取組事項名
関連

計画等
第2次大綱で
の位置づけ 取組事項のあるべき姿（目標）
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H２８ H２９ H３０ H３１ H３２

・企業等の職場環境整備の
啓発に取組む。
・行政機関等への女性の登
用。

・女性の地域組織
等への登用促進
により、女性の視
点や意見を反映さ
せる。

・審議会等
の委員に
占める女性
委員の割
合 30%

・地域組織
への啓発と
連携

審議会等
女性委員
割合30％

地区役員
女性登用
割合20％

⇒ ⇒ ⇒

・政策形成段階での市民参
加の機会を増やす。

・市の政策に市民
の考え、思いが反
映される。

協働の推
進フォーラ
ム

市民参加
の促進

⇒ ⇒ ⇒

・取組事項２「協働推進のた
めの支援と実践」と並行にし
て研究を進める。

・地域の活力が高
まり、自ら解決でき
る取組みが拡大す
る。

協働の推
進と併せた
研究

自治基本
条例制定
の可否の
決定

自治基本
条例制定
の可否の
決定

・高遠町地域と長谷地域の
連携を強化し、取組みを進
める。
・交付金を活用した地域振
興事業の推進。

・交付金の活用の
なかで、地域の人
が地域をよりよくす
るアイデアや行動
が期待できる。

新地域協
議会の設
立・運営

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

H２８ H２９ H３０ H３１ H３２

・長野県駅と周辺整備、広
域的交通アクセスについて
最大限の効果が発揮される
ように、個別の事業推進分
野について、総体的に情報
共有を図る。

・伊那谷共通のビ
ジョンにより世界に
つながる地域とな
る。

リニアバ

レー構想＊

２０の推進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

（2）協働の推進によるまちづくり

現状とのギャップを
埋めるための取組内容

取組による効果
年度別計画

Ⅲ　市民が主役の協働のまちづくりの推進

（１）市民と行政双方の意識改革

取組による効果
年度別計画現状とのギャップを

埋めるための取組内容
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2
地域公共交通
対策の見直し

Ⅰ－
（１）-
№２

・運行計画の見直しと運行条件の
整備を行い、持続可能な地域公共
交通を構築する。

・利用者の減少により、路線や運
行便数を維持することが困難な状
況となっており、路線の廃止や縮
小が行われている。

3
自主防災組織
の充実

Ⅲ－
（２）-
№１

・減災と地域防災力向上のため防
災士を養成し、自主防災組織の
リーダーとして活動してもらう。
・専門知識を有する役員の育成を
図る。

・自主防災組織役員任期が１年の
ため、組織のレベルアップが図れ
ていない。

4
要援護者マップ
による災害弱者
の把握

Ⅲ－
（２）-
№８

・災害等の有事の際には、地域が
要援護者の状況を把握しているこ
とが重要。
・誰がどこにいるかの「見える化」に
より、住民同士の連携の強化を図
る。

・個人情報でもあり、慎重な取扱い
が必要である。
・毎年、援護を要する者の状況も
区の役員も変わってしまうため、定
期的な更新が必要である。

5
衛生自治会との
協働によるごみ
減量化

伊那市
ごみ処
理基本
計画

Ⅲ－
（２）-
№２

・衛生自治会との協働により、資源
化可能な紙等の資源化誘導と、中
間処理ごみの削減を推進する。

・生ごみ処理機の普及が頭打ちになっている。
・資源化可能物の分別不良が多く、ごみの減
量化、資源化意識の低迷が見られる。
・可燃ごみの目標値に対し実績がH25年度で
101%、H26年度で103%と上回っている。
・資源物の民間回収が活発で、自治体回収量
が減少している。
・世帯分離が進み世帯数が増加している傾向
があり、衛生自治会加入率が増加しない。

6

ボランティア移
送事業の担い手
の確保と公共交
通体系等との連
携

Ⅲ－
（２）-
№９

・公共交通機関を効果的に活用で
きる輸送体制を構築する。
・ボランティア移送の地域の担い手
を確保する。

・公共交通機関を活用する地区と
そうでない地区の格差がある。
・運転ボランティアの高齢化などに
より担い手不足が課題となってい
る。

7
地域での子育て
支援の充実

伊那市
子ども・
子育て
支援事
業計画

Ⅲ－
（２）-
№７

・地域と連携する子育て支援セン
ターの充実やファミリーサポートセ

ンター事業*21の人材の確保を行
う。

・子育て支援センターで近隣の住
民との交流が行われている。
・子育てを手助けするファミリーサ
ポートセンター事業協力会員の確
保が難しい。

関連
計画等 取組事項のあるべき姿（目標） あるべき姿に対する現状（課題）№ 取組事項名 第2次大綱で

の位置づけ
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H２８ H２９ H３０ H３１ H３２

・各路線沿線に地域住民組
織を立ち上げ、地域住民が
主体的に地域交通の見直し
に参画する。

・地域住民主体で
路線を存続させて
いく。

路線別
見直し実施
（２年次）

路線別
見直し実施
（３年次）

路線別
見直し実施
（４年次）

路線別
見直し実施
（５年次）

・防災士資格取得の補助を
実施し、防災士の育成に努
める。
・自主防災役員任期の複数
年化、交代の方法等の検討
を行う。

・被害拡大の軽減や、
被災者支援、平常時
の防災意識啓発な
ど、自主防災組織の
レベルアップを図るこ
とができる。
・H32防災士：40名
（各地域２名以上配
備）

防災士養
成目標
5名

防災士養
成目標
5名

防災士養
成目標
5名

防災士養
成目標
5名

防災士養
成目標
5名

・マップ未整備地区の役
員、住民の理解を深める。
・整備地区のマップ更新を
促す。
・役員の任期の複数年化、
交代の方法等の検討を行
う。

・災害時の効果的
な状況把握。

未作成地
区への啓
発と、作成
済地区へ
の整備、更
新の促進

⇒ ⇒ ⇒
マップ策定
率
80％

・生ごみ処理容器の補助制度の
普及推進を行う。
・行政と衛生自治会の連携を強
化し、ごみ減量化が達成できる
組織づくりを図る。
・資源ごみの分別徹底による回
収量の増加を図る。
・衛生自治会未加入世帯の加入
促進の強化を行う。

・衛生自治会との
連携強化による指
導啓発活動からご
み減量化に期待
できる。

実施計画の
策定

可燃ごみ予測
値8,728t/年を
目標値8,382t/
年以下に抑制
する

衛生自治会加
入促進強化

　　　⇒

可燃ごみ予
測値8,728t/
年を目標値
8,402t/年以
下に抑制す
る

　　　⇒

　　　⇒

可燃ごみ予
測値8,727t/
年を目標値
8,370t/年以
下に抑制す
る

　　　⇒

　　　⇒

可燃ごみ予
測値8,726t/
年を目標値
8,395t/年以
下に抑制す
る

　　　⇒

　　　⇒

可燃ごみ予
測値8,724t/
年を目標値
8,347t/年以
下に抑制す
る

　　　⇒

・公共交通機関や他の交通
関連施策との連携を図り、
地域ごとの体系を検討す
る。
・運転ボランティアの確保。

・公共交通機関の
利用者を確保。
・利用者の負担軽
減。
・効果的な運用に
よる、ボランティア
運転者の負担軽
減と、担い手の確
保。

ボランティ
ア移送事
業の推進と
公共交通
体系等との
連携

⇒ ⇒ ⇒
運転ボラン
ティア
230人

・特技等を活かした活動で
子育てを応援する、地域ボ
ランティアを拡大する。

安心して子育てで
きる環境の実現。

協力会員
目標
75人

98人 102人 106人 110人

取組による効果
年度別計画現状とのギャップを埋めるた

めの取組内容
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8

【新規】
地域包括ケアシ
ステムの構築推
進

伊那市高
齢者イーナ
プラン（高
齢者福祉
計画・第６
期介護保
険事業計
画）

・団塊の世代が75歳以上となる平
成37年（2025年）を目途に、高齢
者が地域の中で生活していくこと
のできる支えあいのシステムを構
築する。

・地域における課題が明確でな
い。

9
地域主体による
農業用施設管
理

Ⅲ－
（２）-
№12

・既存農業用水路維持を地域住民
主体で実施し、経費の抑制を図
る。

・市が行う水路補修は、補修要望
の1/3程度しか実施に至っていな
い。

10
市民と行政が一
体となった有害
鳥獣対策

伊那市
鳥獣被
害防止
計画

Ⅲ－
（２）-
№11

・市民との協働により、有害鳥獣に
よる農林業被害を減らす施策の推
進を行う。
・ジビエ、革製品として有効活用の
検討を行う。

・市民と行政が一体となって対策を
講ずる必要がある。

11
自立した観光地
域づくりの推進

Ⅲ－
（３）-
№８

・市民の「おもてなし」による観光誘
客を推進する。

・観光に携わる者が市内の他の観
光地を知らない。
・市民が伊那市の観光についてど
の程度意識しているか不明であ
る。

12
日本一の桜の
里づくり

Ⅲ－
（２）-
№10

・「地域の桜は地域が管理する」と
いう意識の定着を図る。

・育成した桜守の活動について、
地域へのPRが不足している。

13
伊那市の景観
の維持・育成

伊那市
景観計
画

Ⅲ－
（２）-
№13

・景観計画に基づき取組を実施
し、屋外広告物条例を制定する。

・屋外広告物条例が未制定となっ
ている。

№ 取組事項名
関連

計画等 取組事項のあるべき姿（目標）第2次大綱で
の位置づけ あるべき姿に対する現状（課題）
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H２８ H２９ H３０ H３１ H３２

・市内全地域において、地
域ケア会議を開催し、住民
が主体となって高齢者を支
える仕組みを構築する。

・地域で生活を支
えあうことで、高齢
者が少しでも長く、
地域で暮らしてい
ける。
・不足する入所施
設の対策となる。

地域ケア会
議の実施
住民主体
による高齢
者を支える
仕組みづく
り

⇒

市内全域
での地域レ
ベル地域
ケア会議開
催

⇒ ⇒

・地域が主体的に取り組ん
でいる事業（３０団体）に現
物支給等の支援を行う。

・地域主体の事業
展開により、地域
で水路を守ると
いった意識の向上
が図られる。

地域が事
業主体とな
り行う事業
への支援

30団体

⇒ ⇒ 35団体 ⇒

・市民の手による防護柵設
置、わななどの捕獲対策、
緩衝帯の設置、周辺農地の
遊休荒廃化防止等を支援
する。

・有害鳥獣による
農作物等への被
害の抑制が期待
できる。

防護柵6㎞
集落間の
連結

防護柵6㎞
集落間の
連結

防護柵6㎞
集落間の
連結

防護柵6㎞
集落間の
連結

防護柵6㎞
集落間の
連結

・観光関係者が主体性を
もって取り組む活動（声が
け、案内）を支援する。

・観光客及び観光
関係者相互に観
光地としての理解
が一層深まる。
・観光地域づくり
への積極的な参
画が期待できる。

市民のおも
てなしの推
進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・地域桜守を中心に、市民
が桜を管理する体制づくり
及び桜守の活動PRの実施
を行う。

・地域で桜を守る
体制の整備及び
市民意識の定着
が図られる。

地域桜守
の育成
維持管理
の実施

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・市民や事業所、行政の一
体となった連携による取組
を実施し、条例の制定を行
う。

・良好な景観を守
り育て、豊かな環
境の実現、地域の
個性創出が図られ
る。

屋外広告
物条例策
定作業

屋外広告
物条例制
定

屋外広告
物条例施
行及び条
例に基づく
届出審査

⇒ ⇒

取組による効果
年度別計画現状とのギャップを埋めるた

めの取組内容
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14
【新規】
土地利用方針
の決定

・地元との協議により、小黒川ス
マートインターチェンジ周辺及び
伊駒アルプスロード沿線の土地利
用方針を決定し、新たな土地利用
誘導を行う。

・既存市街地の空洞化、農振農用
地の虫食い宅地化等が進行して
いる。

15
信州型コミュニ
ティスクール事
業

Ⅲ－
（２）-
№４

・「学校運営参画」「学校支援」「学
校評価機能」を一体的・持続的に
実施する仕組みを、「信州型コミュ
ニティスクール」として構築する。

・学校や子どもを取り巻く様々な課
題を解決するために、組織化を更
に進め、地域全体で子どもを育む
ことが重要になっている。

16
【新規】
スポーツボラン
ティア制度

・スポーツボランティアを年間70人
から年間100人に増やす。

・業務内容によりボランティアを充
てることが困難な場合がある。
・従事者が高齢者や条件付きの場
合、業務が制限される。

№ 取組事項名
関連

計画等 取組事項のあるべき姿（目標） あるべき姿に対する現状（課題）第2次大綱で
の位置づけ
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H２８ H２９ H３０ H３１ H３２

・小黒川スマートインター
チェンジ周辺及び伊駒アル
プスロード沿線の土地利用
誘導策の手法、方針を設定
する。

・乱開発の防止、
計画的な土地利
用誘導が図られ
る。

地元との協
議及び合
意形成

・小黒川
SIC周辺地
区の建築
規制につ
いて特定
用途制限
地域の指
定および建
築条例の
策定を行う
・「伊那バイ
パス」及び
「伊駒アル
プスロード」
の建築規
制等誘導
策の手法
決定

・モデル事業に取り組むと
共に、市内全小中学校の組
織化に取り組む。

（子ども）人との関
わり方や生き方を
学ぶことができる。
（学校）地域との信
頼関係が構築でき
る。
（地域）地域の教
育力の向上につ
ながる。

信州型コ
ミュニティス
クール事業
の推進

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・スポーツボランティア制度
の導入に向けて、５か年計
画で研究・検討する。

・スポーツへの関
心を高めることが
できる。
・市民参加のもと
にイベントを開催
することができる。

スポーツボ
ランティア
制度の検
討

年間70人

⇒ ⇒ ⇒

スポーツボ
ランティア
制度の導
入

年間100人

取組による効果
年度別計画現状とのギャップを埋めるた

めの取組内容
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1
上下水道業務
の包括民間委
託の推進

伊那市水
道事業経
営健全化
計画

伊那市下
水道事業
経営健全
化計画

Ⅲ－
（３）-
№10

・可能な事業から順次委託を拡大
・料金センターを開設し、窓口業務
等を委託した。（H23.10～５年契
約）

2
保育園の地域
住民や民間活
力による運営

Ⅲ－
（３）-
№７

・地域の実情にあった多様な保育
ニーズへ対応するとともに保育の
質を高めるため、地域住民や民間
活力による保育運営の実現を図
る。

・市内の保育園は公立21園、私立
3園と公立への依存度が高く、多様
な保育ニーズに対し、柔軟な対応
を取りづらい状況である。

新
3

子育て支援セン
ターの民間活力
による運営

・多様な子育て世代ニーズに対応
し、サービス向上を図るため、民間
活力の活用による子育て支援セン
ター運営の実現を図る。

・平成29年4月開所の西箕輪を含
め、５ヶ所で子育て支援センターが
運営されているが、非常勤職員の
雇用により運営が行われている。

新
4

給食関連施設
の民間活力によ
る運営

・給食関連施設の運営業務につい
て、民間活力活用により、徹底した
衛生管理、安定的に学校給食を
供給できる体制の確立を図る。

・市の直営により運営が行われて
いる。

新
5

学童クラブの民
間活力による運
営

・多様な利用者ニーズに対応し、
サービス向上を図るため、民間活
力の活用による学童クラブ運営の
実現を図る。

・現在、15ヶ所、23単位で学童クラ
ブが非常勤職員の雇用により運営
されている。

新
6

文化施設の適
正管理（創造
館、美術館、歴
史博物館）

・文化施設の管理運営のノウハウ
をもつ事業者への指定管理者制
度導入により、専門性を活かした
企画が可能となるとともに、県有文
化施設や他自治体の文化施設連
携の可能性が広がる。

・Ｈ25に文化施設のあり方検討委
員会により、直営による管理運営
が望ましいとの検討結果が示さ
れ、組織改編により文化振興課を
設置し文化施設の一体的マネジメ
ント機能を付加させた。

№ 取組事項名 取組事項のあるべき姿（目標） あるべき姿に対する現状（課題）第2次大綱で
の位置づけ

関連
計画等

（３）民間の力を活かしたまちづくり
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H２８ H２９ H３０ H３１ H３２

・第２期窓口等業務委託契
約の実施
・委託の拡大の検討（受益
者負担金等）

・業務経費の減少
・市民の利便性の
向上

第２期窓口
等業務委
託契約
(H28.10
～）

民間委託
可能な事
業の検討

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・保育事業へ地域住民や民
間事業者が参入する機会を
作り出す。

・地域住民と保育
園との密接なつな
がりを作り上げら
れる。
・地域の実情に
合った、多様な保
育ニーズへの対応
が可能となる。

検討 取組 ⇒ ⇒

保育園運
営基本計
画（仮称）
の策定及
び実施

･すべての施設の一括管理
運営の民間委託化を検討
する。

・管理形態の見直
しにより、サービス
向上と労務管理の
軽減が図られる。

研究・検討 ⇒
検討・実施
準備

実施

･民間委託が可能な給食運
営業務について情報収集
し、民間委託化の検討を行
う。

・管理形態の見直
しにより、民間活
力活用により、徹
底した衛生管理、
業務管理が見込
まれ、人的な労務
管理の軽減が図ら
れる。

導入事例
の調査研
究

⇒
導入経費
等の比較
検討

整備計画
最終年度
導入経費
等の比較
検討

･すべての施設の一括管理
運営の民間委託化を検討
する。

・管理形態の見直
しにより、サービス
向上と労務管理の
軽減が図られる。

実施事例
の情報収
集

視察

コスト比較
検討

子育て審
議会への
諮問

・既存文化財団を含めた事
業者の指定管理制度導入
の導入のあり方について検
討を行う。

・指定管理者制度
導入により、専門
性を活かした企画
が可能となるととも
に、各文化施設等
との連携が広が
り、管理運営費の
削減、労務管理の
軽減が図られる。

指定管理
者制度導
入検討

諸団体との
協議

諸団体との
調整

博物館協
議会審議

指定管理
選定委員
会、審議会

指定管理
者制度導
入

取組による効果
年度別計画

（３）民間の力を活かしたまちづくり

現状とのギャップを埋めるた
めの取組内容
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新
7
生涯学習セン
ターの適正管理

・文化施設の管理運営のノウハウ
をもつ事業者への指定管理者制
度導入により、専門性を活かした
企画が可能となるとともに、県有文
化施設や他自治体の文化施設連
携の可能性が広がる。

・Ｈ25に文化施設のあり方検討委
員会により、直営による管理運営
が望ましいとの検討結果が示さ
れ、組織改編により文化振興課を
設置し文化施設の一体的マネジメ
ント機能を付加させた。

新
8
図書館施設の
適正管理

・指定管理者制度導入によって、
民間ノウハウを生かした魅力ある企
画・展示の実践と経費の削減を図
る。

・行政の政策的課題に対する取り
組みや保育園・学校施設・公民館
施設・文化施設間における一層の
連携向上が必要とされている。

新
9
民族資料館等
の適正管理

・文化施設の管理運営のノウハウ
をもつ事業者への指定管理者制
度導入により、専門性を活かした
企画が可能となるとともに、県有文
化施設や他自治体の文化施設連
携の可能性が広がる。

・Ｈ25に文化施設のあり方検討委
員会により、直営による管理運営
が望ましいとの検討結果が示さ
れ、組織改編により文化振興課を
設置し文化施設の一体的マネジメ
ント機能を付加させた。

№ 取組事項名
関連

計画等
第2次大綱で
の位置づけ 取組事項のあるべき姿（目標） あるべき姿に対する現状（課題）
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H２８ H２９ H３０ H３１ H３２

・既存文化財団を含めた事
業者の指定管理制度導入
の導入のあり方について検
討を行う。

・指定管理者制度
導入により、専門
性を活かした企画
が可能となるととも
に、各文化施設等
との連携が広が
り、管理運営費の
削減、労務管理の
軽減が図られる。

指定管理
者制度導
入検討

諸団体との
協議

諸団体との
調整

指定管理
選定委員
会、審議会

指定管理
者制度導
入

・制度導入事例の調査と業
務の洗い出し及び指定管理
者になりうる事業者の検討。

・民間ノウハウを生
かした魅力ある企
画・展示の実現及
び管理運営費の
削減、労務管理の
軽減が図られる。

指定管理
者制度導
入検討

諸団体との
協議

諸団体との
調整

図書館協
議会審議

指定管理
選定委員
会、審議会

指定管理
者制度導
入

・中村家住宅を含めた一体
的な管理運営の検討を行
う。

・指定管理者制度
導入により、専門
性を活かした企画
が可能となるととも
に、各文化施設等
との連携が広が
り、管理運営費の
削減、労務管理の
軽減が図られる。

指定管理
者制度導
入検討

諸団体との
協議

博物館協
議会審議

指定管理
選定委員
会、審議会

指定管理
者制度導
入

取組による効果
年度別計画現状とのギャップを埋めるた

めの取組内容
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付属資料 

 

１ 伊那市行政改革審議会委員 

 

  

役 職 氏 名 所 属 等 

会 長 上野山  登 関東信越税理士会伊那支部 

副会長 中 村   正 伊那商工会議所 

委 員 中 村 雅 展 一般財団法人 長野経済研究所 

 藤 田 智 之 信州大学農学部 

 横 森 孝 心 民間企業 

 橋 爪 良 博 民間企業 

 原  博 文 伊那市金融団 

 伊 藤 のり子 伊那市女性団体連絡協議会 

 鈴 木 のり子 伊那市女性人材バンク 

 松 崎 友 明 行政経験者 
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２ 用語解説 

用  語 頁 解  説 

＊１ 新市まちづくり計画 １ 

市町村合併にあたり、合併関係市町村の住民に対して合併

後の新市のビジョンを示した計画。計画には新しいまちづ

くりの基本方針や、その基本方針を実現するための主要事

業、公共施設の適正配置、合併後の一定期間の財政計画な

どが盛り込まれている。 

＊２ 伊那市総合計画 １ 

総合計画は、地方自治体が策定する市のすべての計画の基

本となる、行政運営の総合的な指針となる計画。地域づく

りの最上位に位置づけられる計画で、長期展望をもつ計画

的、効率的な行政運営の指針が盛り込まれる。現行計画は

第 1次伊那市総合計画で平成 21年度から平成 30年度まで

を計画期間としている。 

＊３ 
伊那市財政健全化プ

ログラム 
２ 

厳しい財政状況の中で、財務体質の強化を図り、安定した

財政運営を行うための指針と具体的な取組を示した計画。

現行計画は第２次財政健全化プログラムで平成 28 年度か

ら平成 32年度を計画期間としている。 

＊４ 指定管理者制度 ２ 

地方自治法に基づく公の施設の管理を、議会の議決を経て

指定される「指定管理者」に委任する制度。従来の公共的

団体等への「管理委託制度」に代わり導入された。なお、

この指定管理者には民間事業者も含まれる。 

＊５ 管理代行制度 ２ 

管理代行制度とは公営住宅法で定められた制度で、地方住

宅供給公社等の法人が公営住宅を管理する制度のこと。こ

の管理代行制度では、入居者の募集、審査、決定から同居

者の入居承認などの各種承認、明け渡し請求などに係る行

為を含む一連の事務を住宅供給公社に一体的に代行させ

ることができる。 

＊６ 定員適正化計画 ２ 

職員の定員適正化のための取組を積極的に進めていくた

め、職員数の数値目標等を定めた計画。平成17年度から平

成26年度の10年間を第１次定員適正化計画期間とし、第２

次定員適正化計画は平成26年度から平成35年度を計画期

間としている。 
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用  語 頁 解  説 

＊７ 全国の類似団体 ２ 

国が国勢調査をもとに、人口と産業構造の２要素の組み合

わせよって設定。規模の似ている全国他市との比較をする

場合に利用される。平成24年度は、政令指定都市、特別区、

中核市及び特例市は各１類型、それ以外の市は16 類型、

町村は15 類型が設定されている。 

＊８ 

未収金解消プログラム 

債権徴収プログラム 

徴収力強化プログラム 

３ 

伊那市全体の徴収方針を定めた計画。平成 18 年度から５

か年を「未収金解消プログラム」、平成 23年度から３カ年

を「債権徴収プログラム」とし、全庁横断的な債権マネジ

メントへの取組が行われ、平成 26 年度からは、滞納事案

の管理徹底、持続的な人材育成、未然防止・早期解消を柱

とした「徴収力強化プログラム」に沿った取組が行われて

いる。 

＊９ 
伊那市地方創生人口

ビジョン 
３ 

伊那市における人口の現状を分析し、人口に関する地域住

民の認識を共有し、今後目指すべき将来の方向と人口の将

来展望を示した計画。対象期間は25 年後の平成52 年まで

としている。 

＊10 地方交付税 ５ 

全国の市町村の規模等に応じ、収入の格差を是正するため

に、国税のうち所得税・酒税・法人税・消費税・地方法人

税の一定割合を、国が各市町村に交付する税のこと。 

＊11 合併算定替 ５ 

普通交付税の算定において、市町村合併後の一定期間に限

り、合併後の額が合併前の額よりも下回らないようにする

ための特別な算定方法。 

＊12 
第３セクター等改革

推進債 
６ 

公営企業や土地開発公社等の廃止などに必要な経費に対

して発行できる臨時的な地方債。 

＊13 地方債 ６ 

地方公共団体が資金の借入によって負う債務で、その返済

が一会計年度を超えるものをいう。なお、同じように地方

公共団体の債務である一時借入金は、その年度内における

一時的な現金の不足を補うもので、地方債には含めない。 
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用  語 頁 解  説 

＊14 実質公債費比率 ７ 

地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大

きさを、その地方公共団体の財政規模に対する割合で表し

たもの。 

＊15 将来負担比率 ７ 

地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱えている負債

の大きさを、その地方公共団体の財政規模に対する割合で

表したもの。 

＊16 基礎的財政収支 12 

政策的な支出が、新たな借金に頼らずに、その年度の税収

等でまかなわれているかどうかを示す指標。具体的には、

借入金を除く税収等の歳入から、過去の借入金に対する元

利償還等を除く歳出を差し引いた財政収支のこと。 

＊17 
伊那市人材育成基本

方針 
13 

「伊那市職員は、どうあるべきか」という視点から、伊那

市職員の目標とする姿を描き、その理想像に近づくための

方針、方策を示したもの。 

＊18 
伊那市公共施設等総

合管理計画 
14 

公共施設等の将来的な老朽度合いや、発生する維持管理費

用を予測し、施設の計画的な更新、修繕、統廃合を推進す

るため、公共施設の総合的かつ計画的な管理運営に対する

基本的な考え方を示した計画。 

＊19 

事務事業の実施にお

ける公的関与の見直

しに関する方針 

15 

効率的な事務事業の執行を目指し、「行政関与の適正化」

「事務事業の整理、統合、廃止」「民間委託等の推進」に

ついての基本的な考え方を示した方針。 

＊20 リニアバレー構想 35 

リニア中央新幹線の開通により、伊那谷（バレー）に設置

される長野県駅を核に、伊那谷全体の発展を目指す地域づ

くり構想のこと。 

＊21 
ファミリーサポート

センター 
36 

子どもを預かって欲しい方（依頼会員）と子どもを預かる

方（協力会員）が会員となり、地域の中で子育ての助け合

いを有償で行う会員組織。 

 


